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条　　　　　例

　福岡市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和 6年 2月26日

福岡市長　　髙　　島　　宗 一 郎　　　　

福岡市条例第 1号

議案第13号

1

議案第13号

　　　福岡市手数料条例の一部を改正する条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和 ６年 ２月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

　理由

　この条例案を提出したのは、地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い

戸籍証明書等の広域交付等に係る手数料の額を定めるとともに、除籍の謄本等について電子

情報処理組織による請求に対する郵送による交付に係る手数料を減額する必要があるによる。

　　　福岡市手数料条例の一部を改正する条例

　福岡市手数料条例（昭和35年福岡市条例第11号）の一部を次のように改正する。

　別表第 1　 1の項中「磁気ディスクをもつて調製された戸籍に記録されている事項の全部

若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同項の次に次のように加える。

1 �の ２ 　戸籍法第1２0条の ２ 第 1
項の規定に基づく戸籍証明書の
交付

戸籍証明書広域
交付手数料

1通につき� 450円

　別表第 1　 ２の項の次に次のように加える。

２ �の ２ 　戸籍法第1２0条の 3 第 ２
項の規定に基づく戸籍電子証明
書提供用識別符号の発行（情報
通信技術を活用した行政の推進
等に関する法律（平成14年法律
第151号）第 ７ 条第 1 項の規定
により同法第 ６条第 1項に規定
する電子情報処理組織を使用
する方法（総務省令で定めるも
のに限る。以下この項において
同じ。）により戸籍電子証明書
提供用識別符号の発行を行う場

戸籍電子証明書
提供用識別符号
発行手数料

戸籍電子証明書提供用識別符号 1 件
につき� �400円
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議案第13号

２

合（当該発行に係る戸籍電子証
明書の請求が同条第 1項の規定
により同項に規定する電子情報
処理組織を使用する方法により
行われた場合に限る。）におけ
る当該発行及び戸籍電子証明書
提供用識別符号の発行に係る戸
籍電子証明書の請求を行う者が
同時に当該戸籍電子証明書が証
明する事項と同一の事項を証明
する戸籍の謄本若しくは抄本又
は戸籍証明書の請求を行う場合
における当該発行を除く。）

　別表第 1　 3の項中「磁気ディスクをもつて調製された除かれた戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に、

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」

改め、同項の次に次のように加える。

3 �の ２ 　戸籍法第1２0条の ２ 第 1
項の規定に基づく除籍証明書の
交付

除籍証明書広域
交付手数料

1通につき� ７50円

　別表第 1　 4の項の次に次のように加える。

4 �の ２ 　戸籍法第1２0条の 3 第 ２
項の規定に基づく除籍電子証明
書提供用識別符号の発行（情報
通信技術を活用した行政の推進
等に関する法律第 ７条第 1項の
規定により同法第 ６条第 1項に
規定する電子情報処理組織を使
用する方法により除籍電子証明
書提供用識別符号の発行を行う
場合（当該発行に係る除籍電子
証明書の請求が同項の規定によ

除籍電子証明書
提供用識別符号
発行手数料

除籍電子証明書提供用識別符号 1 件
につき� ７00円

1 通につき� ７50円

1 通につき� ７50円
（電子情報処理組織による請求に係
る交付であつて郵送によるものの場
合にあつては、 1通につき７00円）
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議案第13号

3

り同項に規定する電子情報処理
組織を使用する方法により行わ
れた場合に限る。）における当
該発行及び除籍電子証明書提供
用識別符号の発行に係る除籍電
子証明書の請求を行う者が同時
に当該除籍電子証明書が証明す
る事項と同一の事項を証明する
除かれた戸籍の謄本若しくは抄
本又は除籍証明書の請求を行う
場合における当該発行を除く。）

　別表第 1　 5の項中「又は同法」を「、同法」に改め、「事項の証明書の交付」の次に「又

は同法第1２0条の ６ 第 1 項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書の交付」を加え、同表

６の項中「事務」の次に「又は同法第1２0条の ６ 第 1 項の規定に基づく届書等情報の内容を

表示したものを閲覧に供する事務」を加え、「 1件につき」を「又は届書等情報の内容を表

示したもの 1件につき」に改め、同表 9の ２の項中

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」

改める。

　　　附　則

　この条例は、令和 ６年 3月 1日から施行する。

1通につき� 300円

1 通につき� 300円
（電子情報処理組織による請求に係
る交付であつて郵送によるものの場
合にあつては、 1通につき２50円）
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　福岡市立老人いこいの家条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和 6年 2月26日

福岡市長　　髙　　島　　宗 一 郎　　　　

福岡市条例第 2号

議案第14号

1

議案第14号

　　　福岡市立老人いこいの家条例の一部を改正する条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和 ６年 ２月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

　理由

　この条例案を提出したのは、高齢者福祉の増進を図るため、西都北老人いこいの家を新設

する必要があるによる。

　　　福岡市立老人いこいの家条例の一部を改正する条例

　福岡市立老人いこいの家条例（昭和51年福岡市条例第48号）の一部を次のように改正する。

　別表に次のように加える。

福岡市立西都北老人いこいの家 福岡市西区北原二丁目

　　附　則

　この条例は、規則で定める日から施行する。
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　博多港の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。

　　令和 6年 2月26日

福岡市長　　髙　　島　　宗 一 郎　　　　

福岡市条例第 3号

議案第15号

1

議案第15号

　　　�博多港の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例の一部を改正する条例

案

　上記の議案を提出する。

　　令和 ６年 ２月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

　理由

　この条例案を提出したのは、博多港の臨港地区内の分区を新たに指定することに伴い、当

該分区における構築物の規制について必要な事項を定める必要があるによる。

　　　博多港の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例の一部を改正する条例

　博多港の臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例（昭和37年福岡市条例第37

号）の一部を次のように改正する。

　第 ２条中「及び「マリーナ港区」を「、「マリーナ港区」及び「修景厚生港区」に改める。

　第 3条に次の 1号を加える。

　⑹　修景厚生港区の区域内においては、別表第 ６に掲げる構築物

　別表第 5の次に次の 1表を加える。

別表第 ６

　⑴�　法第 ２条第 5項第 ２号から第 5号まで、第 ８号の ２から第 9号まで及び第 9号の 3か

ら第10号の ２までに掲げる港湾施設

　⑵�　市長が指定する区域内においては、図書館、博物館、水族館、展示施設、公会堂、展

望施設その他市長が指定するこれらに類する施設であって修景厚生港区の目的を著しく

阻害しないもの

　⑶�　市長が指定する区域内においては、スポーツ又はレクリエーションの用に供する施設

その他市長が指定する福利厚生施設であって修景厚生港区の目的を著しく阻害しないも

の

　⑷�　海上保安部、警察署、消防署その他市長が指定する官公署の事務所及びその付帯施設
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議案第15号

２

　⑸�　市長が指定する区域内においては、休泊所、商店、飲食店その他市長が指定する便益

施設（風俗営業等施設を除く。）であって修景厚生港区の目的を著しく阻害しないもの

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。
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　福岡市地区計画及び集落地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。

　　令和 6年 2月26日

福岡市長　　髙　　島　　宗 一 郎　　　　

福岡市条例第 4号

議案第16号

1

議案第16号

　　　�福岡市地区計画及び集落地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和 6年 ２月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

　理由

　この条例案を提出したのは、周船寺駅南地区地区計画の区域における適正な都市機能と健

全な都市環境を確保するため、建築物の用途等に関する事項について新たに条例による制限

として定める必要があるによる。

　　　�福岡市地区計画及び集落地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例

　福岡市地区計画及び集落地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成 ２年

福岡市条例第２5号）の一部を次のように改正する。

　別表第 1拾六町・橋本地区地区整備計画区域の項の次に次のように加える。

周船寺駅南地区地区整備

計画区域

福岡広域都市計画地区計画周船寺駅南地区地区計画の区域の

うち、地区整備計画が定められた区域

　別表第 ２拾六町・橋本地区地区整備計画区域の項の次に次のように加える。
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

２
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

3

福岡市公報 第7031号

－ 10 －

令和６年２月26日



周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

4
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

7

福岡市公報 第7031号

－ 14 －

令和６年２月26日



周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

8

福岡市公報

－ 15 －

第7031号令和６年２月26日



周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

9
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令和６年２月26日



周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

1２

福岡市公報

－ 19 －

第7031号令和６年２月26日



周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

13
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）

⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）

⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）

⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。

⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号

16

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。
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周船寺駅南
地区地区整
備計画区域

駅前ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日に
おいて現に一戸建ての住宅
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑵�　 1 階の部分を住宅、共同
住宅、寄宿舎又は下宿の用
途に供する建築物（当該部
分のうちこれらの用途に供
する部分の全部を管理人室
等の用途に供するものを除
く。）であって、福岡広域
都市計画道路周船寺駅南線
に接する敷地に建築するも
の（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に 1階
の部分を住宅、共同住宅、
寄宿舎又は下宿の用途に供
する建築物（当該部分のう
ちこれらの用途に供する部
分の全部を管理人室等の用
途に供するものを除く。）
の敷地として使用されてい
る土地に建築するものを除
く。）
⑶�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使
用されている土地に建築す
るものを除く。）
⑷�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線

２

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
（都市計画の計画
図において ２メー
トルの壁面の位置
の制限がある旨の
表示がなされてい
る部分に接する部
分に限る。）との敷
地境界線以外の敷
地境界線

1

複合ゾーン ⑴�　一戸建ての住宅であって、
福岡広域都市計画道路周船
寺駅南線に接する敷地に建
築するもの（福岡広域都市
計画地区計画の決定（令和
6年福岡市告示第２7号）の
告示があった日において現
に一戸建ての住宅の敷地と
して使用されている土地に
建築するものを除く。）
⑵�　危険物の貯蔵又は処理に
供する建築物（専ら危険物
の貯蔵又は処理以外の用途
に供する建築物に附属する
もの又は福岡広域都市計画
地区計画の決定（令和 6年
福岡市告示第２7号）の告示
があった日において現に危
険物の貯蔵又は処理に供す
る建築物（専ら危険物の貯
蔵又は処理以外の用途に供
する建築物に附属するもの
を除く。）の敷地として使用
されている土地に建築する
ものを除く。）
⑶�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

1 �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線

２ ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

２ �　建築物の外壁
又はこれに代わ
る柱（駅舎、駐
輪場その他これ
らに類する建築
物で公益上必要
なもの、政令第
135条の２２各号
の一に該当する
建築物若しくは
その部分又は壁
を有しない自動
車車庫（建築物
に附属するもの
に限る。）に係る
ものを除く。）

福岡広域都市計画
道路周船寺駅南線
との敷地境界線以
外の敷地境界線

1

沿道ゾーン
1

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6 年福
岡市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

500（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

沿道ゾーン
２

⑴�　法別表第 ２（に）項第 3
号に掲げる建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6年福岡市告示第２7
号）の告示があった日にお
いて現に同号に掲げる建築
物の敷地として使用されて
いる土地に建築するものを
除く。）
⑵�　法別表第 ２（ほ）項第 ２
号及び第 3号に掲げる建築
物（福岡広域都市計画地区
計画の決定（令和 6年福岡
市告示第２7号）の告示が
あった日において現に同項
第 ２号及び第 3号に掲げる
建築物の敷地として使用さ
れている土地に建築するも
のを除く。）

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
（北側の前面
道路の反対側
に水面、線路
敷その他これ
らに類するも
のがある場合
においては、
当該前面道路
の反対側の境
界線は、当該
水面、線路敷
その他これら
に類するもの
の幅の ２分の
1 だけ外側に
あるものとみ
なす。）又は
隣地境界線ま
での真北方向
の水平距離が、
8メートル以
下の場合に
あっては当該
距離に1.２5を
乗じて得たも
のに 5メート
ルを加えたも
の以下とし、
8メートルを
超える場合に
あっては当該
距 離 か ら 8
メートルを減
じたものに
0.5を乗じて
得たものに15
メートルを加
えたもの以下
とすること
（建築物の軒
の 高 さ が 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

住宅ゾーン 法別表第 ２（は）項に掲げる
建築物以外の建築物（福岡広
域都市計画地区計画の決定
（令和 6 年福岡市告示第２7
号）の告示があった日におい
て現に同項に掲げる建築物の
敷地として使用されている土
地に建築するものを除く。）

全ての建築
物

10分の
15

165（駅舎の
用途に供する
建築物の敷地
を除く。）

建築物の外壁又は
これに代わる柱
（駅舎、駐輪場そ
の他これらに類す
る建築物で公益上
必要なもの、政令
第135条の２２各号
の一に該当する建
築物若しくはそ
の部分又は壁を有
しない自動車車庫
（建築物に附属す
るものに限る。）に
係るものを除く。）

全ての敷地境界線 1 ⑴�　建築物の各
部分の高さは、
当該部分から
前面道路の反
対側の境界線
又は隣地境界
線までの真北
方向の水平距
離が、 8 メー
トル以下の場
合にあっては
当該距離に
1.２5を乗じて
得たものに 5
メートルを加
えたもの以下
とし、 8 メー
トルを超える
場合にあって
は15メートル
以下とするこ
と（建築物の
軒の高さが 7
メートル未満、
かつ、地階を
除く階数が ２
以下である場
合を除く。）。
⑵�　冬至日の真
太陽時による
午前 8時から
午後 4時まで
の間において、
平均地盤面
から 4メート
ルの高さの水
平面に、住宅
ゾーン及び都
市計画の計画
図において表
示する地区計
画の区域外の
市街化調整区
域の区域内に
おける敷地境
界線からの水
平距離が、 5
メートルを超
え10メートル
以内の範囲
にあっては 4
時間以上、10
メートルを超
える範囲に
あっては２.5
時間以上日影
となる部分を
生じさせるこ
とのないもの
とすること
（建築物の高
さが10メート
ル以下である
場合を除く。）。

議案第16号
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　福岡市公民館条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和 6年 2月26日

福岡市長　　髙　　島　　宗 一 郎　　　　

福岡市条例第 5号

議案第17号

1

議案第17号

　　　福岡市公民館条例の一部を改正する条例案

　上記の議案を提出する。

　　令和 ６年 ２月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市長　髙　　島　　宗 一 郎

　理由

　この条例案を提出したのは、住民の生活文化の振興及び社会福祉の増進に寄与するため、

西都北地区に公民館を新設する必要があるによる。

　　　福岡市公民館条例の一部を改正する条例

　福岡市公民館条例（昭和39年福岡市条例第91号）の一部を次のように改正する。

　別表第 1に次のように加える。

福岡市西都北公民館 福岡市西区北原二丁目

　　附　則

　この条例は、教育委員会規則で定める日から施行する。
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